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「

「漁業経営の改善及び再建整備に関する特別措置法施行令」第３条第３項、「漁業経営改善制度の運用について」第５「改善計画の認

定取消手続等」の規定による。 
 

 「漁業経営改善制度の運用について」 
第５ 改善計画の認定取消手続等 
  １ 認定行政庁は、改善計画の遂行に著しい支障が生じており改善計画に基づく漁業経営の改善のための措置（計画的な資源管理 

又は漁場改善の取組など改善指針に照らして適切にとるべき措置を含む。）が実施されていないなど、漁業者又は漁業協同組合等 

が改善計画に従って漁業経営の改善のための措置を行っていないと認めるときは認定を取り消すことができる（令第３条第３

項）。 
 ただし、認定を受けた漁業者又は漁業協同組合等が相応の努力をした場合でも、資源量の変動等やむを得ない事由により指標

が達成できない場合もあることから、設定した指標が計画どおりに達成されていない場合であっても、当該指標を達成できな 

かったことについてやむを得ない事由があると行政庁が認めるときは、改善計画の認定の取消しは行わないものとする。 
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１ 聴聞の実施 
② 弁明の機会の付与 
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